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一般健康診断時における理学療法士の運動器評価の取り組み
～肩・腰・膝痛に対して～
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【要旨】
　職員の健康診断に理学療法士が参加し、運動器評価を実施した。肩、腰、膝関節に力学的ストレスをかけ、疼痛の
有無や柔軟性、筋力を評価した。疼痛はないものの機能低下を有する職員の割合が比較的高値を示した。疼痛と機能
低下を有する職員は受診を促し早期治療へつなげた。
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【はじめに】

　腰部痛や膝関節部痛などを引き起こす変形性関節症は

2000～3000万人罹患しているといわれ1）、社会問題のひとつ

となっている。日本整形外科学会では2007年から「ロコモ

ティブシンドローム（ロコモ）」という概念をつくり、運動

器の健康の重要性を啓発している2）。これまでに、地域高齢

者に対して要介護予防やロコモ予防を目的として運動器検

診が行われている3）4）。また、2016年度から小・中学生に対

して、健全な運動器の発育・発達のサポートと将来のロコ

モ予防を期待して、学校健診のなかに運動器検診が組み込

まれた5）6）。

　厚生労働省の発表する業務上疾病発生状況（休業4日以

上）について、看護師を含む保健衛生業が29％であり、様々

な職種の中で最も高い有訴率となっている7）。黒屋ら8）は看

護師906名を対象に腰痛に関するアンケートで腰痛有訴率が

32％、小久保ら9）は看護職員345名へのアンケートで腰痛有

訴率が49.2％であったと報告している。このような健康問

題を抱える労働者の増加によって労働生産性の低下、病気

欠勤などの危険性が危惧される。しかしながら、アンケー

ト調査による報告が多く、直接健診に参加し評価した報告

は少ない。

　運動器疾患に関しては疼痛だけでなく、機能低下を抽出

し、その問題点を治療することが重要である。そのため健

診に参加し、身体機能を直接評価する必要がある。

　今回、当法人内健康診断に理学療法士が参加し、肩・腰・

膝関節に対し疼痛、柔軟性および筋力を評価する取り組み

を行ったので報告する。

【対　象】

　一般健康診断を受診した医師、看護師、介護士、事務職

員など当法人内職員524名（男性213名、女性311名）平均年

齢38.3±13.0歳を対象とした。

　部門別として、医師を含む診療部43名（8％）、看護部151

名（29％）、コ・メディカルを含む技術部門252名（48％）、

事務78名（15％）であった。あきらかに疼痛の強い者、妊

娠している者に関しては除外した。

【方　法】

　健康診断当日に、理学療法士2～3名が職員に対し、肩関

節では結帯動作、腰部では前屈・後屈動作、膝関節では高
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さ40cm椅子からの片脚立ち動作を実施させた。各関節にお

ける評価として疼痛や柔軟性、筋力低下などの機能低下の

有無によってA ～ Eに分類した。

①結帯動作

　下部肋骨に手を置き、背部に手を回し母指を合わせて両手

が疼痛なくTh12以上上げることができればAと判定した。疼

痛はないがL1以下をB、疼痛を有するがTh12以上上げるこ

とができればC、疼痛を伴うがL1～ L4の間であればD、疼

痛を伴い両手を組むことができなければEと判定した（図1）。

②前屈動作

　両足を肩幅で立ち、膝は伸展位を保ちながら大腿部前面

に沿って前屈動作実施させた。腰部に疼痛なく指先が地面

につけばAと判定した。疼痛はないが、指先が地面につか

なければB、疼痛を有するが指先がつけばC、疼痛を伴い下

腿中央～内外果下端であればD、疼痛を伴い下腿中央より上

であればEと判定した（図2）。

③後屈動作

　両足は肩幅で立ち、両手は腰にあて、膝は伸展位を保ち

ながら後屈させた。胸骨柄に角度計をあて後屈角度を評価

した。疼痛なく70°以上後屈ができていればA、疼痛はない

が後屈が69°以下であればB、疼痛を有するが後屈が70°以

上であればC、疼痛を伴い後屈が50~69°であればD、疼痛を

伴い後屈が49°以下であればEと判定した（図3）。

④40cm椅子からの片脚立ち動作

　浅めに腰掛けさせ、片足を約70°屈曲位とし片足は地面に

つかないように挙上させた。両腕は胸の前とし、勢いをつ

けすぎずに片足で起立させた。左右一回ずつ実施し、疼痛、

機能低下について評価した。疼痛、機能低下を認めないも

のをA、疼痛はないが機能低下を有するものをB、疼痛を認

めるが機能低下を有しないものをC、疼痛、機能低下とも

に有する者をD、疼痛、著明な機能低下を有するものをEと

したと判定した（図4）。

図１　肩関節結帯動作評価基準

図３　腰部後屈動作評価基準 図４　片脚立ち上がり動作評価基準
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　A、B、C群にはストレッチが掲載されているパンフレッ

ト（図5）を配布し予防に努めるよう運動を促した。D、E

群には受診を勧め早期治療へつなげた。

　検討項目としては疼痛なし群（A、B）、疼痛あり・機能

低下なし群（C）、疼痛あり・機能低下あり群（D、E）、そ

れぞれの割合を調査した。また、疼痛を有する早期治療群

（D、E）の受診率を調査した。

【結　果】

　疼痛、機能低下を有さないA群は肩結帯動作491人（94％）、

腰部前屈動作293人（55％）、腰部後屈動作310人（59％）、

膝片脚立ち429人（82％）であり経過観察とした。疼痛はな

いが機能低下を有するB群は肩結帯動作10人（2％）、腰部前

屈動作213人（41％）、腰部後屈動作158人（30％）、膝片脚

立ち85人（16％）であった。疼痛があるが、機能低下を有

さないC群は肩結帯動作14人（3％）、腰部前屈動作7人（1％）、
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腰部後屈動作29人（6％）、膝片足立ち4人（1％）であった。

疼痛と機能低下を有するD群は肩結帯動作9人（2％）、腰部

前屈動作10人（2％）、腰部後屈動作26人（5％）、膝片脚立

ち2人（1％未満）であった。疼痛と著明な機能低下を有す

るE群は肩結帯動作0人（0％）、腰部前屈動作3人（1%未満）

腰部後屈動作1人（1％未満）、膝片脚立ち4人（1％）であっ

た（表1）。

　受診を促したD、E群、計55人のうち、既に受診済み、治

療中を除く計43人を対象とした。43人中26人が二次健診を

受診し受診率は60％であった。

【考　察】

　予防医学では、1次予防・2次予防・3次予防に分類される。

1次予防は健康づくり、2次予防は早期発見・受診推奨・受

診継続支援といった疾病の重症化予防、3次予防は復職に関

わる治療と就業の両立支援、再発予防である10）11）。健康診

断は、2次予防に該当し、疾病の早期発見・早期治療、重症

化予防を目的としている。

　本取り組みでは、健康診断時に、肩、膝、腰の運動器に

よる疼痛や機能低下の早期発見を目的に、理学療法士によ

る直接評価を行った。各群の判定および対処方法を図6に示

す。

　疼痛・機能低下ともに有さないA群、疼痛はないが機能

低下を有するB群は比較的高値を示した。A、B群に対して

は一次予防である疾病予防を行っていく必要がある。柔軟

性低下は、運動器疾患と関連があるという報告12）があり、

障害発生を未然に防ぐ必要がある。今回A、B群に対しては

ストレッチングやトレーニングの記載されたパンフレット

を配布し予防を啓発した。今後は疼痛の発生の有無につい

て縦断的に経過を追っていく必要がある。

　疼痛はあるが機能低下を有さないC群は腰部後屈動作を

除き、5％未満と低値であった。C群では二次予防の重症化

予防が必要であり、疼痛が持続すれば受診するよう促した。

今回の評価では機能低下は認めなかったが、潜在的な機能

低下を有している可能性もある。運動器評価では、理学療

法士2～3名が一人に対し、1～2分で評価しなければならず、

時間、人数、場所の制限がある。今後評価内容の検討が必

要である。

肩 前屈 後屈 膝

A 491（94％） 293（55％） 310（59％） 429（82％）

B 10（2％） 213（41％） 158（30％） 85（16％）

C 14（3％） 7（1％） 29（6％） 4（1％）

D 9（2％） 10（2％） 26（5％） 2（1％未満）

E 0（0％） 3（1％未満） 1（1％未満） 4（1％）

表１　各群の人数と割合
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図６　各群の判定および対処方法
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　疼痛・機能低下ともに有するD、E群は低値であった。D、

E群は早期治療が必要な三次予防である。しかし、今回の

受診率は60％にとどまった。疾病を抱えながら出勤してい

る状態（presenteeism）13）14）であると考え、労働生産性の

低下が懸念される。職場の理解や個人の病態認識向上のた

めに、今後法人全体での啓発が必要である。

　今回、理学療法士が職員健診に参加し、運動器評価を行

うことによって、疼痛はないものの、機能低下を有する職

員の存在が明らかとなった。アンケート調査だけでは把握

することが困難であり、理学療法士が直接評価を行う意義

があったと考える。今後の課題としては、肩関節へのスト

レステストなどは感度が低く、評価内容の検討が挙げられ

る。縦断的に疼痛の変化を評価し、疼痛の出現する職員の

特徴などを把握していく必要がある。また、職員が気軽に

受診でき、運動器に不安なく働ける環境を法人全体で啓発

し、整えていく必要があると考える。

【まとめ】

①当法人内職員に対し、理学療法士が肩、腰、膝に力学的ス

トレスをかけ、疼痛の有無や筋力、柔軟性の評価を行った。

②疼痛なし群、疼痛なし・機能低下あり群、疼痛あり・機

能低下なし群、疼痛あり・機能低下あり群、疼痛と機能

低下あり群に分類したところ、疼痛なし・機能低下あり

群の割合が多かった。

③理学療法士が職員健診に参加し、疼痛や身体機能を評価

する意義があると考えた。
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